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１
． 

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
の
雇
用
保
護
法

制
に
関
す
る
研
究
の
推
移

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、雇
用
保
護
法
制
（E

P
L
:

E
m
p
lo
y
m
e
n
t　

P
r
o
te
c
tio
n

　

L
egislation

）
の
功
罪
に
つ
い
て
、
労
働
市

場
の
柔
軟
性
と
の
関
係
で
（
雇
用
保
障
と
の

両
立
と
い
う
点
も
含
め
）
活
発
な
議
論
が
行

わ
れ
て
き
た
。
雇
用
保
護
法
制
（
Ｅ
Ｐ
Ｌ
）

に
は
、
法
律
制
度
の
他
、
判
例
、
労
働
協
約
、

労
使
慣
行
が
含
ま
れ
る
。

　

雇
用
保
護
法
制
に
つ
い
て
は
、
一
九
九
三

年
のE

m
ploym

ent　

O
utlook

で
分
析
が

な
さ
れ
た
後
、
一
九
九
四
年
の
雇
用
戦
略
研

究
（Jobs study

）
で
さ
ら
に
議
論
検
討
が

行
わ
れ
、「
雇
用
戦
略
」（Jobs S

trategy

）
で
、

雇
用
保
護
法
制
に
つ
い
て
の
改
革
方
針
が
提

言
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
一
九
九
九
年
の

E
m
ploym

ent　

O
utlook

で
は
、
現
在
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
だ
け
で
な
く
、
広
範
に
用
い
ら
れ
て

い
る
、
雇
用
保
護
法
制
の
強
さ
を
表
す
、
Ｅ

Ｐ
Ｌ
指
標
（E

m
ploym

ent　

P
rotection  

L
egislation　

Indicator

）
が
作
成
さ
れ
、

雇
用
保
護
法
制
に
関
す
る
詳
細
な
分
析
が
行

わ
れ
た
。
ま
た
、二
〇
〇
二
年
のE

m
ploym

ent 
O
utlook

で
は
、
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
を
用
い
、
労

働
市
場
政
策
の
製
品
市
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン

ス
へ
の
影
響
に
つ
い
て
も
検
証
を
行
っ
て
い

る
。
さ
ら
に
、
雇
用
戦
略
の
再
評
価
等
の
中

で
、
雇
用
保
護
法
制
に
関
す
る
研
究
が
進
み
、

二
〇
〇
四
年
のE

m
ploym

ent　

O
utlook

で

は
、
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
の
改
定
（
更
新
）
及
び
雇

用
保
護
法
制
に
関
し
て
詳
細
な
分
析
が
行
わ

れ
た
。
こ
う
し
た
中
で
、
二
〇
〇
六
年
に
は
、

E
m
ploym

ent O
utlook

で
、
雇
用
保
護
法

制
も
含
め
雇
用
戦
略
の
再
評
価
に
つ
い
て
、

総
括
的
に
議
論
の
整
理
を
行
う
と
と
も
に
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
雇
用
戦
略
が
改
定
さ
れ
た
。
雇

用
保
護
法
制
に
つ
い
て
も
、
こ
う
し
た
研
究

成
果
を
踏
ま
え
、
提
言
が
な
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、O

E
C
D

（2006

）"G
oing　

for 
G
row
th2007"

で
も
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
の
（
一

部
の
）
改
定
が
行
わ
れ
て
、
各
国
へ
の
政
策

提
言
の
中
で
雇
用
保
護
法
制
に
つ
い
て
も
言

及
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
日
本
も
含
め
、
各
国
へ
の

政
策
提
言
の
中
で
、
雇
用
保
護
法
制
の
見
直

し
に
関
す
る
勧
告
も
多
く
な
さ
れ
て
い
る
。

　

以
下
、
本
稿
で
は
、
主
にE

m
ploym

ent 
O
utlook

を
も
と
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
の
雇
用

保
護
法
制
の
研
究
に
つ
い
て
、
概
況
を
簡
単

に
紹
介
す
る
。

２
． 

雇
用
保
護
法
制
指
標
に
つ

い
て

　

雇
用
保
護
法
制
指
標
は
、
労
使
慣
行
等
も

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
統
括
研
究
員（
雇
用
戦
略
部
門
）　

藤
井　

宏
一

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
お
け
る
雇
用
保
護
法
制
に

関
す
る
議
論
に
つ
い
て

雇用保護か
解雇制約の緩和か
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含
め
た
各
国
の
雇
用
保
護
制
度
の
状
況
を
数

値
化
し
、
比
較
可
能
な
も
の
と
す
る
も
の
で

あ
る
。
第
１
図
は
、
二
〇
〇
三
年
の
全
体
指

標
に
つ
い
て
、
後
述
す
る
主
要
三
要
素
ご
と

に
み
た
も
の
で
あ
る
。
雇
用
保
護
の
程
度
は
、

南
欧
、
メ
キ
シ
コ
、
ト
ル
コ
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
等
で
厳
し
く
、
英
語
圏
で
弱

い
こ
と
が
伺
え
る
。

　

雇
用
保
護
法
制
指
標
に
つ
い
て
、初
期（
一

九
九
四
年
のJobs　

study
等
）
で
の
分
析

に
用
い
た
計
算
手
法
（rank of averaged 

ranks 

）
で
は
、
比
較
可
能
な
単
位
で
の
計

測
が
困
難
で
あ
り
、
国
の
ラ
ン
キ
ン
グ
が
基

礎
指
標
と
大
き
く
異
な
る
と
き
、
誤
解
を
与

え
る
お
そ
れ
が
あ
っ
た
。                    

　

そ
こ
で
、
一
九
九
九
年
のE

m
ploym

ent
O
utlook

で
は
、
各
国
間
、
異
時
点
間
で
の

比
較
可
能
な
基
本
的
な
Ｅ
Ｐ
Ｌ
の
主
要
指
標

を
作
成
す
る
た
め
、 

四
段
階
の
ス
テ
ッ
プ
に

よ
る
手
続
き
が
開
発
さ
れ
た
。
雇
用
保
護
の

理
論
的
な
分
析
は
、

雇
用
調
整
に
関
し

使
用
主
に
課
せ
ら
れ
る
税
と
の
類
似
性
を
強

調
す
る
た
め
、
使
用
主
へ
の
様
々
な
規
制
条

項
の
費
用
・
影
響
を
で
き
る
だ
け
正
確
に
反

映
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
以
下
、

作
成
手
順
を
簡
単
に
紹
介
す
る
。

　

常
用
雇
用
契
約
（regular contracts

）、

臨
時
雇
用
契
約
（tem

porary contracts

）、

集
団
解
雇
（collective dism

issals

）
と
大

き
く
三
つ
の
要
素
ご
と
に
雇
用
保
護
の
指
標

を
作
成
（
第
三
段
階
）
し
て
い
る
。
こ
の
三

要
素
の
指
標
を
統
合
し
て
全
体
指
標

（overall sum
m
ary indicator

）
を
作
成

し
て
い
る（
第
四
段
階
）。こ
の
全
体
指
標（
常

用
雇
用
契
約
＋
臨
時
雇
用
契
約
＋
集
団
解

雇
）
はversion2

と
称
す
る
。
な
お
、
全

体
指
標
は
、
常
用
雇
用
契
約
と
臨
時
雇
用
契

約
の
み
か
ら
な
るversion1

も
作
成
し
て

い
る
。
特
に
、
集
団
解
雇
に
つ
い
て
は
一
九

八
〇
年
代
の
指
標
は
作
成
さ
れ
て
い
な
い
の

で
、
全
体
指
標
で
の
一
九
八
〇
年
代
と
の
比

較
は
、version1

に
よ
る
。

　

さ
ら
に
、
常
用
雇
用
契
約
の
雇
用
保
護
は
、

解
雇
手
続
き
の
不
便
性
、
帰
責
事
由
の
な
い

個
別
労
働
者
の
解
雇
の
予
告
期
間
と
解
雇
手

当
、
解
雇
の
困
難
度
の
三
つ
の
分
野
（
第
二

段
階
）
に
分
け
て
検
討
を
行
っ
て
い
る
。
ま

た
、
臨
時
雇
用
契
約
の
雇
用
保
護
は
、
有
期

雇
用
契
約
（fi xed term

d contracts

）、
派

遣
事
業
制
度
（tem

poray w
ork agency 

em
ploym

ent

）の
二
つ
の
分
野（
第
二
段
階
）

に
つ
い
て
検
討
し
て
い
る
。
な
お
、
集
団
解

雇
は
第
二
段
階
が
な
い
。

　

第
一
段
階
の
最
小
単
位
の
基
礎
項
目
と
し

て
、
一
八
項
目
を
挙
げ
て
い
る
。
分
野
ご
と

に
区
分
す
る
と
、
常
用
雇
用
契
約
は
、
解
雇

手
続
き
が
二
項
目
（
解
雇
通
知
に
先
立
つ
手

続
き
、
解
雇
通
知
に
至
る
期
間
）、
解
雇
予

告
期
間
と
解
雇
手
当
が
二
項
目
（
解
雇
予
告

期
間
、
解
雇
手
当
額
月
数
）、
解
雇
の
困
難

度
が
四
項
目
（
解
雇
の
正
当
性
・
不
当
解
雇

の
定
義
、
雇
用
保
護
が
適
用
さ
れ
な
い
試
用

期
間
、
不
当
解
雇
の
補
償
、
不
当
解
雇
の
復

職
の
可
能
性
）
で
あ
る
。
臨
時
雇
用
契
約
は
、

有
期
雇
用
契
約
が
三
項
目
（
有
期
雇
用
使
用

条
件
、
最
大
連
続
更
新
回
数
、
最
長
累
積
契

約
期
間
）、
派
遣
事
業
制
度
が
三
項
目
（
派

遣
労
働
使
用
義
務
の
範
囲
、
更
新
回
数
の
制

限
、
最
長
累
積
派
遣
期
間
）、
集
団
解
雇
は
、

四
項
目
（
集
団
解
雇
の
定
義
、
通
知
要
件
、

事
前
猶
予
期
間
、
そ
の
他
の
コ
ス
ト
）
か
ら

0.0
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(  0-6) ( ( )

資料出所　OECD (2006), "Employment Outlook 2006"（原出所は OECD（2004）"Employment Outlook2002".）
（注1）　EPL=Employment protection legislation：雇用保護法制. 
（注2）　EPL全体指標(version2)について、左から数値の小さい順に各国を並べた　 

第１図 雇用保護法制（EPL）指標の強さ（主要3分野別、 2003年）

第4段階 第3段階 第2段階 第1段階

点数 0-6 点数 0-6 点数 0-6 点数 0-6

雇用保護法制
全体指標
Version2
Version1

常用雇用(正規雇
用）の総合指標

(Version2:5/12)
(Version1:1/2)

解雇手続き
の不便性　　　　　　　(1/3)

1.解雇通知に関する手続き (1/2)
2.解雇通知に至る期間 (1/2)

帰責事由のない個別労働
者の解雇の予告期間と解
雇手当
　　　　　　　　　　　　　(1/3)

3.解雇の予告期間 勤続9か月 (1/7)
勤続4年 (1/7)
勤続20年 (1/7)

4.解雇手当 勤続9か月 (4/21)
勤続4年 (4/21)
勤続20年 (4/21)

解雇の困難性

　　　　　　　　　　　　　(1/3)

5.不当解雇の定義 (1/4)
6.雇用保護制が適用されない試用期間 (1/4)
7.不当解雇の補償 (1/4)
8.不当解雇の復職可能性 (1/4)

臨時雇用の総合
指標

(Version2:5/12)
(Version1:1/2)

有期雇用

　　　　　　　　　　　　　(1/2)

9.有期雇用契約の使用の有効条件 (1/2)
10.有期雇用契約の最大連続更新回数 (1/4)
11.有期雇用契約の最長連続累積期間 (1/4)

労働者派遣事業
　　　　　　　　　　　　　(1/2)

12.合法的な派遣事業の使用業務の種類 (1/2)
13.更新回数の制限 (1/4)
14.累積最長派遣期間 (1/4)

集団解雇の総合
指標
(Version2:2/12)
(Version1:0)

15.集団解雇の定義 (1/4)
16.追加的な通知要件 (1/4)
17.追加的な予告期間 (1/4)
18.その他の使用者へのコスト (1/4)

第1表　雇用保護法制（ELP）指標作成の手順及び加重計算ウェイト

資料出所　OECD（2004）"Employment Outlook2004"
（注）　（ ）はウェイト
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構
成
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
解
雇
予
告

期
間
、
解
雇
手
当
額
月
数
に
つ
い
て
は
、
勤

続
年
数
別
（
九
カ
月
、
四
年
、
二
〇
年
）
に

細
分
化
し
て
計
上
し
て
お
り
、
こ
の
分
を

各
々
一
つ
の
指
標
と
し
て
数
え
る
と
、
基
礎

項
目
は
二
二
指
標
と
な
る
。
最
小
単
位
の
基

礎
項
目
は
、
数
値
、
規
定
の
有
無
、
制
度
の

実
施
状
況
に
よ
る
階
級
化
し
た
点
と
し
て
デ

ー
タ
が
計
上
さ
れ
る
。

　

計
算
の
方
法
は
、
第
一
段
階
の
各
一
八
項

目
（
指
標
数
は
二
二
）
を
ゼ
ロ
か
ら
六
ま
で

点
数
化
を
行
う
。
第
二
段
階
、
第
三
段
階
、

第
四
段
階
と
、
単
位
ご
と
の
指
標
を
加
重
平

均
し
て
総
合
化
を
行
う
。
第
二
か
ら
第
四
段

階
も
ゼ
ロ
か
ら
六
ま
で
点
数
化
さ
れ
、
各
段

階
と
も
、
数
値
が
高
い
ほ
ど
規
制
が
厳
し
い
。

な
お
、
こ
う
し
た
制
度
の
指
数
化
に
は
、
作

成
者
の
意
図
・
考
え
が
反
映
さ
れ
ざ
る
を
え

な
い
点
に
つ
い
て
は
、
留
意
が
必
要
で
あ
ろ

う
。

　

ウ
ェ
イ
ト
づ
け
の
方
針
は
、
雇
用
保
護
規

制
の
程
度
を
反
映
す
る
場
合
（
複
数
の
手
続

き
の
場
合
）、
一
つ
の
場
合
の
手
続
き
の
も

の
と
同
等
と
な
る
よ
う
に
す
る
（
例
：
解
雇

予
告
期
間
、
解
雇
手
当
は
勤
続
数
九
カ
月
、

四
年
、
二
〇
年
に
つ
い
て
求
め
て
い
る
の
で
、

各
々
は
、
１
／
３
の
ウ
ェ
イ
ト
で
合
算
）、

よ
り
経
済
的
な
比
重
が
高
い
も
の
に
つ
い
て
、

ウ
ェ
イ
ト
に
差
を
つ
け
る
場
合
が
あ
る

（
例
：
解
雇
予
告
期
間
は
、
解
雇
手
当
支
払

い
期
間
の
〇
・
七
五
の
ウ
ェ
イ
ト
と
想
定
。

例
：
集
団
解
雇
は
、
追
加
的
な
雇
用
保
護
規

制
で
あ
る
た
め
、
常
用
労
働
者
（
契
約
）、

臨
時
労
働
者
（
契
約
）
の
四
〇
％
の
ウ
ェ
イ

ト
と
想
定
）（
第
１
表
、
第
２
表
）。

項目
原単位及び内容

点数(厳しさの程度） 日本(2003年）

0 1 2 3 4 5 6 等級/数値等 点数　順位）

1.解雇通知に関する手続き ＜等級（Scale） 0-3＞

0：口頭通知

1：書面による解雇理由通知義務

2：解雇実施の第三者機関(労働委員会等）に事前通知

義務

3：事前に解雇許可を第三者機関から得る必要

等級(0-3)× 2 

1.5 3　(10)

2.解雇通知に至る期間
＜日数＞

想定値、仮定含む

（警告手続きが必要：6日、

口頭通知又は直接手渡し：１日、

手紙による郵送通知が必要：2日、

書留による通知の義務付け：3日）

3日 1　 (11)

　 2 ＜10 ＜18 ＜26 ＜35 ＜45 ＞45

3.解雇の予告期間 勤続9か月の者　＜月数＞ 0 0.4 0.8 1.2 ＜1.6 ＜2 2 1か月 3　 (11)

勤続4年の者 　　＜月数＞ 0 0.75 1.25 ＜2 ＜2.5 ＜3.5 3.5 1か月 2　 (７)

勤続20年の者　　＜月数＞ ＜1 2.75 ＜5 ＜7 ＜9 ＜11 11 1か月 1　 (４)

4.解雇手当 勤続9か月の者＜月額賃金の月数＞ 0 0.5 1 1.75 2.5 ＜3 3 0.4か月分 1　 (22)

勤続4年の者 　＜月額賃金の月数＞ 0 0.5 1 2 3 ＜4 4 1.4か月分 3　 (23)

勤続20年の者＜月額賃金の月数＞ 0 3 6 10 12 18 ＞18 2.9か月分 1　 (12)

5.解雇の正当性あるいは不当解

雇の定義

＜等級 0-3＞

0：労働者の能力や人員過剰が解雇の適当十分な理由

とされる

1:解雇対象の人選の際、年齢、勤続年数等が考慮され

る

2:解雇の実施前に配置転換や異なる仕事への配置換

えするための再訓練が義務付けられる

3.労働者の能力は解雇理由として認められない

等級(0-3)× 2 

1 2 　(16)

6.雇用保護制が適用されない

試用期間

＜月数＞

雇用保護規定の適用外、不当解雇請求がなされない、

常用契約の期間

24 ＞12 ＞9 ＞5 ＞2.5 1.5 ＜1.5 ３か月 4　 (５)

7.(勤続20年での）不当解雇の

補償

＜月額賃金の月数＞ 3 8 12 18 24 30 ＞30 9か月分 2　 (８)

8.不当解雇の復職の可能性 ＜等級(0-3)＞

不当解雇と判明した場合、使用者の意思に反するもの

であっても、雇用者が以前の仕事に復職する程度

0:なし

1:ごくわずか

2:かなりの頻度

3:常に

等級(0-3)× 2 

3 6　 (25)

第２表　雇用保護法制（EPL）指標の第１段階の基礎項目の点数化の手法

資料出所　OECD　"Employment Outlook2004”、"Employment Outlook1999",
OECD(2004)"A Datiled Description of Employment Protection Regulation in Force in 2003 Background Material for the 2004 Editon of the OECD 
Employment Outlook" 

(注) 点数の欄の(　)内は、"Employemnt Outlook2004"による、28国中、点数の低い方(規制の弱い）から数えた日本の順位。ただし、項目により点数が計上されていない国
もある。 

　　なお、"Employment　Outlook2004"公表後、雇用保護法制の見直し等により、個別項目の指数が変化している国もあるので、順位は参考程度のものである。
　　項目4の日本の数値は、法律で規定されていない、企業調査による。事由により額が異なる。
　　項目6の日本の数値は、法律で規定されていない、通常2－6ヶ月（3か月が多い）
　　項目8について,Employment Outlook1999では、35歳から20年勤続した労働者を想定、裁判では、6か月が平均。
　　横目17は経済的事情による人員余剰による解雇

項目
原単位及び内容

点数(厳しさの程度） 日本(2003年）

0 1 2 3 4 5 6 等級/数値等 点数（順位）

9.有期雇用契約の使用の有効条

件

＜等級 0-3 ＞

0: 有期雇用契約は、有期の業務を行うという目標の

場合にのみ認められる

1: 使用者の必要性 (新事業開始等）、雇用者の必要

性（最初の職探し等）の状況に対し、特別除外が適

用

2: 使用者側、雇用者側双方に除外あり

3: 有期雇用契約の使用に制限はない

6-等級(0-3)× 2 

2.5 1　(9)

10.有期雇用契約の最大連続更

新回数

＜回数＞ 制限無し 5 4 3 2 1.5 ＜1.5 制限無し 0　  (1)

11.有期雇用契約の最長連続累

積期間

＜月数＞ 制限無し 36 30 24 18 12 ＜12 制限無し 0　  (1)

12.合法的な派遣事業の業務の

種類

＜等級(0-4)＞

0:派遣事業は法的に認めらない

1-3:制限の程度による

4:制限はない

6-等級(0-4)× 6/4

3 1.5　(16)

13:派遣労働の更新回数の制限 ＜有/無＞ - - 無 - 有 - - 有 4　 (14)

14:派遣事業契約の最長累積派

遣期間

＜月数＞ 制限無し 36 24 18 12 ＞6 6 36か月 1　 (17)

項目
原単位及び内容

点数(厳しさの程度） 日本(2003年）

0 1 2 3 4 5 6 等級/数値等 点数（順位）

15:集団解雇の定義 ＜等級0-4＞

0:集団解雇に追加的な制限はない

1:50人以上の解雇に特別の制限

2:20人以上の解雇に特別の制限

3:10人の解雇に特別の制限

4:10人以下の解雇に特別の制限あり

等級(0-4)×6/4

2 3　(3)

16:追加的な通知

要件

＜等級0-2＞

工場協議会(従業員代表）、公共職業安定機関等政府

当局への通知要件。

個別の人員整理解雇への要件に加え追加の通知要件

の状況により点数化。

0:追加的な解雇通知要件はない

1:1つ以上の機関への通知が必要

2:2つ以上の機関への通知が必要

等級(0-2)× 3 

1 3　(5)

17:追加的な解雇通

知の事前猶予期間

＜日数＞ 0 ＜25 ＜30 ＜50 ＜70 ＜90 90 0日 0　(1)

18:使用者に対するその他の特

別なコスト

＜等級 0-2＞

追加的な解雇手当や社会補償計画（再雇用、再訓練、

就職斡旋等）の義務付け、一般的な慣行

0:追加的な要件はない

1:追加的要件1種類あり

2:両方の要件適用

等級(0-2)× 3 

0 0　(1)

２．臨時雇用

３．集団解雇

１．常用雇用（正規雇用）
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３
． 

雇
用
保
護
法
制（
Ｅ
Ｐ
Ｌ
）

指
標
か
ら
み
た
雇
用
保
護

法
制
の
現
状
と
推
移

　

Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
に
よ
り
、
日
本
を
中
心
に
簡

単
に
、
分
野
、
カ
テ
ゴ
リ
ー
ご
と
に
雇
用
保

護
法
制
の
状
況
に
つ
い
て
、整
理
を
行
う（
第

２
〜
第
５
表
）。（
筆
者
が
把
握
し
て
い
る
範

囲
で
は
）
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
は
二
〇

〇
三
年
が
最
新
で
あ
り
、
一
部
の
指
標
は
二

〇
〇
六
年
改
定
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。
本
稿

で
は
、
指
標
の
数
値
が
小
さ
い
順
に
順
位
を

つ
け
て
い
る
の
で
、
順
位
が
低
い
こ
と
は
、

雇
用
保
護
法
制
が
厳
し
い
こ
と
を
意
味
す
る
。

な
お
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
各
国
で
法
制
度
の

変
更
等
新
た
な
情
報
が
あ
れ
ば
、
そ
れ
を
反

映
し
て
指
標
の
数
値
を
適
宜
修
正
し
て
お
り
、

留
意
が
必
要
で
あ
る
。

  

日
本
の
状
況
に
つ
い
て
、
ま
ず
、
二
〇
〇

三
年
の
指
標
の
状
況
を
み
る
と
、
常
用
雇
用

で
は
、
基
礎
項
目
で
は
、
不
当
解
雇
の
復
職

可
能
性
の
順
位
が
か
な
り
低
く
、
規
制
が
厳

し
い
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
不
当
解
雇
と
い

う
判
決
が
出
た
場
合
、
職
場
へ
の
復
帰
が
認

め
ら
れ
る
、
と
い
う
こ
と
を
反
映
し
て
い
る
。

こ
の
他
、
勤
続
年
数
の
短
い
者
の
解
雇
手
当

有期雇用契約 労働者派遣事業 臨時雇用全体

1980年代末 1990年代末 　2003年 1980年代末 1990年代末 　2003年 1980年代末 1990年代末 　2003年

オーストラリア 1.3 1.3 1.3（11） 0.5 0.5 0.5（1） 0.9 0.9 0.9

オーストリア 1.8 1.8 1.8(15） 1.3 1.3 1.3(13） 1.5 1.5 1.5 

ベルギー 5.3 1.5 1.5(13） 4.0 3.8 3.8(24） 4.6 2.6 2.6 

カナダ 0.0 0.0 0.0(１） 0.5 0.5 0.5(1） 0.3 0.3 0.3 

チェコ 0.5 0.5(6） 5.5 0.5 0.5(1） 0.5 0.5 

デンマーク 2.3 2.3 2.3(20) 4.0 0.5 0.5(1） 3.1 1.4 1.4 

フィンランド 3.3 3.3 3.3(24） 0.5 0.5 0.5(1） 1.9 1.9 1.9 

フランス 3.5 4.0 4.0(26） 2.6 3.3 3.3(23） 3.1 3.6 3.6 

ドイツ 3.5 1.8 1.8(15） 4.0 2.8 1.8(16） 3.8 2.3 1.8 

ギリシャ 4.0 4.0 4.5(28） 5.5 5.5 2.0(18） 4.8 4.8 3.3 

ハンガリー 0.8 1.8(15） 5.5 0.5 0.5(1） 0.6 1.1 

アイルランド 0.0 0.0 0.8(8） 0.5 0.5 0.5(1） 0.3 0.3 0.6 

イタリア 5.3 4.0 2.5(21） 5.5 3.3 1.8(16） 5.4 3.6 2.1 

日本 0.5（5） 0.5（5） 0.5(6） 3.1（10） 2.8（18） 2.0 (18） 1.8 1.6 1.3 

韓国 0.8 0.8(8) 2.6 2.6(22） 1.7 1.7 

メキシコ 2.5 2.5(21） 5.5 5.5(27） 4.0 4.0 

オランダ 1.5 0.8 0.8(8） 3.3 1.6 1.6(15） 2.4 1.2 1.2 

ニュージーラン

ド
0.3 1.5(13） 0.5 1.0(11） 0.4 1.3 

ノルウェー 3.3 3.3 3.3(24） 3.8 3.0 2.5(20） 3.5 3.1 2.9 

ポーランド 1.0 0.0(１） 5.5 0.5 2.5(20） 0.8 1.3 

ポルトガル 2.3 2.3 1.8(15） 4.5 3.8 3.8(24） 3.4 3.0 2.8 

スロバキア 1.8 0.3(4） 0.5 0.5(1） 1.1 0.4 

スペイン 2.0 2.5 3.0(23） 5.5 4.0 4.0(26） 3.8 3.3 3.5 

スウェーデン 2.7 1.8 1.8(15） 5.5 1.5 1.5(14） 4.1 1.6 1.6 

スイス 1.3 1.3 1.3(11） 1.0 1.0 1.0(11） 1.1 1.1 1.1 

トルコ 4.3 4.3(27） 5.5 5.5 5.5(27） 4.9 4.9 

イギリス 0.0 0.0 0.3(4） 0.5 0.5 0.5(1） 0.3 0.3 0.4 

アメリカ 0.0 0.0 0.0(1) 0.5 0.5 0.5（1） 0.3 0.3 0.3 

(OECD平均） 2.2 1.7 1.7 3.3 2.0 1.9 2.5 1.9 1.8 

第４表　臨時雇用の雇用保護指標の推移

資料出所　ＯＥＣＤ "Employment Outlook2004"
（注） 日本及び2003年の（ )内は、点数の低い順（規制の弱い）から並べた順位（点数は筆者が端数まで計

算）。ただし、その後、雇用保護法制の見直し等が行われている国があるので、本表の数値は参考で
ある。1980年代末は計算されていない国がある。

解雇手続きの不便性
　帰責事由のない個別労働者の解雇の

　予告期間と解雇手当
解雇の困難性 常用雇用全体

1980年代末 1990年代末     2003年 1980年代末 1990年代末     2003年 1980年代末 1990年代末     2003年 1980年代末 1990年代末 2003年

オーストラリア 0.5 1.5 1.5 （8） 1.0 1.0 1.0 （8） 1.5 2.0 2.0 （6） 1.0 1.5 1.5 

オーストリア 2.5 2.5 2.5 (18） 2.0 2.0 0.9 (5） 4.3 4.3 3.8 (24） 2.9 2.9 2.4 

ベルギー 1.0 1.0 1.0 (3） 2.3 2.3 2.4 (23） 1.8 1.8 1.8 (5） 1.7 1.7 1.7 

カナダ 1.0 1.0 1.0 (3） 1.0 1.0 1.0 (7） 2.0 2.0 2.0 (6） 1.3 1.3 1.3 

チェコ - 3.5 3.5 (24） - 2.7 2.7 (25） - 3.8 3.8 (24） - 3.3 3.3 

デンマーク 1.0 1.0 1.0 (3） 2.0 1.9 1.9 (18） 1.5 1.5 1.5 (3） 1.5 1.5 1.5 

フィンランド 4.8 2.8 2.8 (20） 1.9 1.4 1.0 (8） 1.8 2.8 2.8 (13） 2.8 2.3 2.2 

フランス 2.5 2.5 2.5 (18） 1.5 1.5 1.9 (18） 3.0 3.0 3.0 (15） 2.3 2.3 2.5 

ドイツ 3.5 3.5 3.5 (24） 1.0 1.3 1.3 (12） 3.3 3.3 3.3 (18） 2.6 2.7 2.7 

ギリシャ 2.0 2.0 2.0 (11） 2.4 2.2 2.2 (22） 3.0 2.8 3.0 (15） 2.5 2.3 2.4 

ハンガリー - 1.5 1.5 (8） - 1.8 1.8 (16） - 2.5 2.5 (11） - 1.9 1.9 

アイルランド 2.0 2.0 2.0 (11） 0.8 0.8 0.8 (4） 2.0 2.0 2.0 (6） 1.6 1.6 1.6 

イタリア 1.5 1.5 1.5 (8） 0.6 0.6 0.6 (3） 3.3 3.3 3.3 (18） 1.8 1.8 1.8 

日本 2.0（10） 2.0（12） 2.0 (11） 1.8（13） 1.8（17） 1.8 (17） 3.3（15） 3.5（22） 3.5 (22） 2.4 2.4 2.4 

韓国 - 3.3 3.3 (23） - 0.9 0.9 (5） - 3.0 3.0 (15） - 2.4 2.4 

メキシコ - 1.0 1.0 (3） - 2.1 2.1 (21） - 3.7 3.7 (23） - 2.3 2.3 

オランダ 5.5 4.0 4.0 (27） 1.0 1.9 1.9 (18） 2.8 3.3 3.3 (18） 3.1 3.1 3.1 

ニュージーラン

ド
1.3 1.3 2.0 (11） - 0.4 0.4 (2） - 2.3 2.7 (12） - 1.4 1.7 

ノルウェー 2.0 2.0 2.0 (11） 1.0 1.0 1.0 (8） 3.8 3.8 3.8 (24） 2.3 2.3 2.3 

ポーランド - 3.0 3.0 (21） - 1.4 1.4 (13） - 2.3 2.3 (9） - 2.2 2.2 

ポルトガル 4.0 3.5 3.5 (24） 5.0 5.0 5.0 (28） 5.5 4.5 4.0 (27） 4.8 4.3 4.2 

スロバキア - 5.0 5.0 (28） - 2.7 2.7 (25） - 3.3 2.8 (13） - 3.6 3.5 

スペイン 4.8 2.0 2.0 (11） 3.1 2.6 2.6 (24） 3.8 3.3 3.3 (18） 3.9 2.6 2.6 

スウェーデン 3.0 3.0 3.0 (21） 1.7 1.6 1.6 (15） 4.0 4.0 4.0 (27） 2.9 2.9 2.9 

スイス 0.5 0.5 0.5 (2） 1.5 1.5 1.5 (14） 1.5 1.5 1.5 (3） 1.2 1.2 1.2 

トルコ 2.0 2.0 2.0 (11） - 3.4 3.4 (27） - 2.5 2.3 (9） - 2.6 2.6 

イギリス 1.0 1.0 1.0 (3） 1.1 1.1 1.1 (11） 0.8 0.8 1.3 (2） 0.9 0.9 1.1 

アメリカ 0.0 0.0 0.0 （1） 0.0 0.0 0.0 （1） 0.5 0.5 0.5 （1） 0.2 0.2 0.2 

(OECD平均） 2.2 2.1 2.2 1.6 1.7 1.7 2.7 2.7 2.7 2.2 2.2 2.2 

第３表　常用雇用（正規雇用）の雇用保護指標(主要分野）の推移

資料出所　ＯＥＣＤ　"Employment Outlook 2004"
（注） 日本及び2003年の（ ）内は、点数の低い順（規制の弱い）から並べた順位（点数は筆者が端数まで計算）。ただし、その後,雇用保護法制の見直し等が行われてい

る国があるので、本表の数値は参考である。1980年代末は指標が計算されていない国がある。
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の
順
位
が
低
い
が
、
そ
れ
以
外
の

基
礎
項
目
は
、
順
位
で
み
る
限
り
、

さ
ほ
ど
規
制
が
厳
し
い
状
況
と
は

い
え
な
い
。
こ
の
た
め
、
解
雇
の

手
続
き
の
不
便
性
に
つ
い
て
は
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
中
位
よ
り
順
位
が
や
や

高
く
、
個
別
労
働
者
の
解
雇
の
予

告
期
間
・
予
告
手
当
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

中
位
よ
り
順
位
が
や
や
低
い
程
度

で
あ
る
。
一
方
、
解
雇
の
困
難
性

は
、
厳
し
い
方
に
分
類
さ
れ
て
い

る
。
こ
の
結
果
、
有
期
雇
用
全
体

の
雇
用
保
護
は
、
指
標
の
値
は
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
を
上
回
り
、
順
位
も

一
九
位
と
や
や
低
く
、
や
や
厳
し

い
方
に
属
し
て
い
る
。

  

臨
時
雇
用
で
は
、
有
期
雇
用
に

つ
い
て
、
更
新
や
継
続
期
間
の
制

限
が
な
く
、
規
制
が
緩
い
こ
と
が

特
徴
と
い
え
る
。
派
遣
労
働
の
規

制
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
中
位
よ
り
や
や

順
位
が
低
い
程
度
と
い
え
る
。
こ

の
結
果
、
臨
時
雇
用
全
体
の
雇
用

保
護
は
、
指
標
の
値
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
平
均
を
下
回
り
、
順
位
も
一
一

位
と
や
や
高
い
。

　

集
団
解
雇
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
中

で
は
、
か
な
り
規
制
が
緩
い
と
い

え
る
。
諸
外
国
で
は
、
一
定
以
上

の
人
数
の
解
雇
に
対
し
て
第
三
者

機
関
の
認
可
や
追
加
的
な
事
前
猶

予
措
置
を
設
け
る
の
が
多
い
が
、

わ
が
国
は
公
共
職
業
安
定
所
へ
の

届
出
義
務
程
度
と
い
う
こ
と
を
反

映
し
た
も
の
と
い
え
る
。
集
団
解

雇
全
体
の
雇
用
保
護
は
、
指
標
の

値
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
を
大
き
く
下

回
り
、
順
位
は
二
位
と
な
っ
て
い

る
。

　

こ
の
結
果
、
雇
用
保
護
法
制
指
標
の
総
合

で
は
、version1

、version2

と
も
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
平
均
の
数
値
を
下
回
り
、
順
位
で
も

version1

で
一
二
位
、version2

は
、
集
団

解
雇
の
指
数
が
低
い
の
で
、
一
〇
位
と
さ
ら

に
順
位
が
上
が
っ
て
お
り
、
中
位
よ
り
や
や

上
の
程
度
と
な
っ
て
い
る
。

　

時
系
列
変
化
を
み
る
と
、
労
働
者
派
遣
事

業
の
規
制
緩
和
の
状
況
を
大
き
く
反
映
し
、

臨
時
雇
用
の
う
ち
派
遣
労
働
の
指
標
が
大
き

く
低
下
し
、
臨
時
雇
用
全
体
が
低
下
し
て
い

る
。
派
遣
労
働
以
外
の
指
標
は
常
用
雇
用
等
、

ほ
と
ん
ど
変
化
が
見
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
の

結
果
、
雇
用
保
護
法
制
指
標
全
体
も
二
〇
〇

三
年
ま
で
緩
や
か
に
低
下
し
て
い
る
。
な
お
、

全
体
指
標
の
順
位
に
は
大
き
な
変
化
は
み
ら

れ
な
い
。
ま
た
、
二
〇
〇
六
年
は
、
二
〇
〇

三
年
と
比
べ
、
常
用
雇
用
、
臨
時
雇
用
と
も

に
変
化
が
み
ら
れ
な
い
。

　

ま
た
、
常
用
雇
用
と
臨
時
雇
用
の
保
護
規

制
の
程
度
（
順
位
）
は
似
て
い
る
国
が
多
い

が
、
日
本
は
、
常
用
雇
用
の
保
護
規
制
が
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
よ
り
厳
し
く
、
臨
時
雇
用
の
保

護
規
制
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
よ
り
緩
や
か
で
両

者
の
差
が
比
較
的
大
き
い
。
オ
ラ
ン
ダ
、
チ

ェ
コ
、
ス
ロ
バ
キ
ア
も
日
本
と
同
様
の
傾
向

で
あ
る
。
な
お
、
イ
タ
リ
ア
は
、
逆
に
臨
時

が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
よ
り
厳
し
く
、
常
用
が
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
よ
り
緩
や
か
で
日
本
と
逆
と
な

っ
て
い
る
。

　

次
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
で
二
〇
〇
三
年
の

状
況
を
み
る
と
、
各
国
間
で
差
が
大
き
い
が
、

常
用
雇
用
の
保
護
法
制
は
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、

チ
ェ
コ
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
ド

イ
ツ
、
ス
ペ
イ
ン
、
ト
ル
コ
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
等
で
厳
し
く
、
英
語
圏
、

ス
イ
ス
、
デ
ン
マ
ー
ク
で
弱
い
。
臨
時
雇
用

常用雇用(正規雇用） 臨時雇用 集団解雇
雇用保法制指標総合

Version 1 Version 2

1980年
代末

1990年
代末

2003年 参考
2003年

参考
2006年

1980年
代末

1990年
代末

2003年
参考

2003年
参考

2006年
1990年
代末

2003年
1980年
代末

1990年
代末

2003年
参考

2003年
参考

2006年
1990年
代末

2003年

オーストラリア 1.0 1.5 1.5(　6) 1.5(　6) 1.5(　6) 0.9 0.9 0.9(　7) 0.9(7) 0.9(7) 2.9 2.9(10) 0.9 1.2 1.2(　6) 1.2(　6) 1.2(　6) 1.5 1.5(　6)

オーストリア 2.9 2.9 2.4(16) 2.4(16) 2.4(16) 1.5 1.5 1.5(15) 1.5(15) 1.5(14) 3.3 3.3(18) 2.2 2.2 1.9(14) 1.9(14) 1.9(13) 2.4 2.2(16)

ベルギー 1.7 1.7 1.7(　9) 1.7(　9) 1.7(　9) 4.6 2.6 2.6(21) 2.6(22) 2.6(22) 4.1 4.1(25) 3.2 2.2 2.2(19) 2.2(19) 2.2(19) 2.5 2.5(20)

カナダ 1.3 1.3 1.3(　4) 1.3(　4) 1.3(　4) 0.3 0.3 0.3(　1) 0.3(　1) 0.3(　1) 2.9 2.9(10) 0.8 0.8 0.8(　3) 0.8(　3) 0.8(　3) 1.1 1.1(　3)

チェコ - 3.3 3.3(27) 3.3(28) 3.1(28) - 0.5 0.5(　5) 0.5(　5) 1.1(　7) 2.1 2.1(　4) - 1.9 1.9(13) 1.9(13) 2.1(18) 1.9 1.9(12)

デンマーク 1.5 1.5 1.5(　5) 1.5(　5) 1.5(　5) 3.1 1.4 1.4(14) 1.4(14) 1.4(13) 3.9 3.9(23) 2.3 1.4 1.4(　7) 1.4(　7) 1.4(　7) 1.8 1.8(11)

フィンランド 2.8 2.3 2.2(12) 2.2(12) 2.2(12) 1.9 1.9 1.9(19) 1.9(20) 1.9(20) 2.6 2.6(　9) 2.3 2.1 2.0(16) 2.0(16) 2.0(16) 2.2 2.1(14)

フランス 2.3 2.3 2.5(20) 2.5(20) 2.5(20) 3.1 3.6 3.6(26) 3.6(26) 3.6(26) 2.1 2.1(　4) 2.7 3.0 3.0(24) 3.0(25) 3.0(25) 2.8 2.9(23)

ドイツ 2.6 2.7 2.7(24) 2.7(24) 2.7(25) 3.8 2.3 1.8(18) 1.8(18) 1.8(17) 3.5 3.8(21) 3.2 2.5 2.2(20) 2.2(20) 2.2(20) 2.6 2.5(19)

ギリシャ 2.5 2.3 2.4(18) 2.4(18) 2.4(18) 4.8 4.8 3.3(24) 3.3(25) 3.3(25) 3.3 3.3(18) 3.6 3.5 2.8(23) 2.8(24) 2.8(24) 3.5 2.9(24)

ハンガリー - 1.9 1.9(11) 1.9(11) 1.9(11) - 0.6 1.1(　8) 1.1(　8) 1.1(　7) 2.9 2.9(10) - 1.3 1.5(10) 1.5(10) 1.5(10) 1.5 1.7(　9)

アイルランド 1.6 1.6 1.6(　7) 1.6(　7) 1.6(　7) 0.3 0.3 0.6(　6) 0.6(　6) 0.6(　6) 2.4 2.4(　6) 0.9 0.9 1.1(　4) 1.1(　4) 1.1(　4) 1.2 1.3(　5)

イタリア 1.8 1.8 1.8(10) 1.8(10) 1.8(10) 5.4 3.6 2.1(20) 2.1(21) 2.1(21) 4.9 4.9(28) 3.6 2.7 1.9(15) 1.9(15) 1.9(14) 3.1 2.4(18)

日本 2.4（13） 2.4（19） 2.4(19) 2.4(19) 2.4(19) 1.8（8） 1.6（15） 1.3(11) 1.3(11) 1.3(11) 1.5（2） 1.5(　2) 2.1（8） 2.0（13） 1.8(12) 1.8(12) 1.8(11) 1.9（12） 1.8(10)

韓国 - 2.4 2.4(16) 2.4(16) 2.4(16) - 1.7 1.7(17) 1.7(17) 1.7(16) 1.9 1.9(　3) - 2.0 2.0(17) 2.0(17) 2.0(17) 2.0 2.0(13)

メキシコ - 2.3 2.3(15) 2.3(15) 2.3(15) - 4.0 4.0(27) 4.0(27) 4.0(27) 3.8 3.8(21) - 3.1 3.1(26) 3.1(26) 3.1(26) 3.2 3.2(26)

オランダ 3.1 3.1 3.1(26) 3.1(27) 2.6(24) 2.4 1.2 1.2(10) 1.2(10) 1.2(10) 3.0 3.0(16) 2.7 2.1 2.1(18) 2.1(18) 1.9(12) 2.3 2.3(17)

ニュージーランド - 1.4 1.7(　8) 1.7(　8) 1.7(　8) - 0.4 1.3(11) 1.3(11) 1.3(11) 0.4 0.4(　1) - 0.9 1.5(　9) 1.5(　9) 1.5(　9) 0.8 1.3(　4)

ノルウェー 2.3 2.3 2.3(14) 2.3(14) 2.3(14) 3.5 3.1 2.9(23) 2.9(24) 2.9(24) 2.9 2.9(10) 2.9 2.7 2.6(22) 2.6(23) 2.6(23) 2.7 2.6(21)

ポーランド - 2.2 2.2(13) 2.2(13) 2.2(13) - 0.8 1.3(11) 1.3(11) 1.8(17) 4.1 4.1(25) - 1.5 1.7(11) 1.7(11) 1.9(15) 1.9 2.1(15)

ポルトガル 4.8 4.3 4.2(28) 4.2(29) 4.2(29) 3.4 3.0 2.8(22) 2.8(23) 2.8(23) 3.6 3.6(20) 4.1 3.7 3.5(27) 3.5(27) 3.5(27) 3.7 3.5(27)

スロバキア - 3.6 2.5(21) 2.5(21) 2.5(21) - 1.1 0.4(　3) 0.4(　3) 0.4(　3) 3.3 2.5(　8) - 2.4 1.4(　8) 1.4(　8) 1.4(　8) 2.5 1.6(　8)

スペイン 3.9 2.6 2.6(23) 2.9(26) 2.9(27) 3.8 3.3 3.5(25) 1.8(18) 1.8(17) 3.1 3.1(17) 3.8 2.9 3.1(25) 2.3(22) 2.3(22) 3.0 3.1(25)

スウェーデン 2.9 2.9 2.9(25) 2.9(25) 2.9(26) 4.1 1.6 1.6(16) 1.6(16) 1.6(15) 4.5 4.5(27) 3.5 2.2 2.2(21) 2.2(21) 2.2(21) 2.6 2.6(22)

スイス 1.2 1.2 1.2(　3) 1.2(　3) 1.2(　3) 1.1 1.1 1.1(　8) 1.1(　8) 1.1(　7) 3.9 3.9(23) 1.1 1.1 1.1(　5) 1.1(　5) 1.1(　5) 1.6 1.6(　7)

トルコ - 2.6 2.6(22) 2.6(22) 2.6(22) - 4.9 4.9(28) 4.9(29) 4.9(29) 1.6 2.4(　6) - 3.8 3.7(28) 3.7(29) 3.7(29) 3.4 3.5(28)

イギリス 0.9 0.9 1.1(　2) 1.1(　2) 1.1(　2) 0.3 0.3 0.4(　3) 0.4(　3) 0.4(　3) 2.9 2.9(10) 0.6 0.6 0.7(　2) 0.7(　2) 0.7(　2) 1.0 1.1(　2)

アメリカ 0.2 0.2 0.2(　1) 0.2(　1) 0.2(　1) 0.3 0.3 0.3(　1) 0.3(　1) 0.3(　1) 2.9 2.9(10) 0.2 0.2 0.2(　1) 0.2(　1) 0.2(　1) 0.7 0.7(　1)

ルクセンブルク 2.6(23) 2.6(23) 4.8(28) 4.8(28) 3.7(28) 3.7(28)

（OECD平均） 2.2 2.2 2.1 2.2 2.1 2.5 1.9 1.8 1.8 1.9 3.0 3.0 2.2 2.0 2.0 2.0 2.0 2.2 2.1 

第５表　雇用保護法制（ＥＰＬ）指標の推移

資料出所　ＯＥＣＤ　"Employment Outlook2004","Employment Outlook2006","Going for Growth 2007"
（注1） 1980年代末,1990年代末の数値は”Employment Outlook2004",2003年の数値は"Employment Outlook2006"、参考の2003年及び2006年は、"Going　for　

Growth2007"による（一部業者による計算）。
（注2） ( )内は、点数の低い順(規制の弱い）から並べた順位(点数は筆者が端数まで計算）。ただし、雇用保護法制の見直し等が行われている国があるので、本表の数

値は参考である。1980年代末は指標が計算されていない国がある。
ポルトガル[4.2]スロバキア[2.5]の2003年の常用雇用、スロバキア[ver1;1.9,ver2;2.0]の2003年の総合の数値は、"Employment　Outlook2004"の数値（[ ]内の
数値）と異なる。
"Going　for　Growth 2007"では、ルクセンブルクを含む29か国について2003年と2006年の常用雇用と臨時雇用の指標を計算。スペインの2003年の常用雇
用、臨時雇用の数値は、"Employment Outlook2006”と異なる。なお、総合指標（version1)は筆者による試算。
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の
保
護
法
制
は
、
ト
ル
コ
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル

ク
、
フ
ラ
ン
ス
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、

ベ
ル
ギ
ー
等
で
厳
し
く
、
英
語
圏
、
ス
イ
ス
、

ス
ロ
バ
キ
ア､

チ
ェ
コ
等
で
弱
い
。
集
団
解

雇
の
保
護
法
制
は
、
イ
タ
リ
ア
、
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
デ
ン
マ

ー
ク
、
ス
イ
ス
、
ド
イ
ツ
、
メ
キ
シ
コ
等
で

厳
し
く
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
日
本
、
韓

国
、
チ
ェ
コ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、

ト
ル
コ
、
ス
ロ
バ
キ
ア
等
で
弱
い
。　
　

 

ま
た
、
臨
時
雇
用
の
雇
用
保
護
法
制
の
指

標
は
国
ご
と
の
ば
ら
つ
き
が
大
き
く
な
っ
て

い
る
。
な
お
、
常
用
雇
用
と
臨
時
雇
用
の
保

護
の
指
標
は
あ
る
程
度
相
関（
相
関
係
数
〇
・

四
〇
）
が
あ
る
が
、
集
団
解
雇
の
雇
用
保
護

の
指
標
と
常
用
雇
用
（
相
関
係
数
〇
・
〇
一
）、

臨
時
雇
用
（
相
関
係
数
〇
・
一
四
）
の
保
護

指
標
と
の
関
連
性
は
あ
ま
り
み
ら
れ
な
い
。

全
体
指
標
（version2

）
に
つ
い
て
は
、

version1

と
の
相
関
は
非
常
に
高
く
（
相
関

係
数
〇
・
九
八
）、
ま
た
、
常
用
雇
用
（
相

関
係
数
〇
・
七
一
）
よ
り
臨
時
雇
用
の
保
護

指
標
と
の
相
関
（
相
関
係
数
〇
・
九
〇
）
が

高
く
な
っ
て
い
る
。

　

雇
用
保
護
法
制
の
総
合
指
標
で
は
、
前
述

し
た
よ
う
に
、
南
欧
、
メ
キ
シ
コ
、
ト
ル
コ
、

ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
厳
し
く
、

英
語
圏
で
弱
い
が
、
時
系
列
で
み
て
も
、
こ

う
し
た
構
造
に
は
、
あ
ま
り
大
き
な
変
化
は

み
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
指
標
の
水
準
は
、

後
述
す
る
よ
う
に
、
や
や
収
斂
の
動
き
が
み

ら
れ
て
い
る
。

  

時
系
列
変
化
に
つ
い
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
各

国
の
全
体
的
な
傾
向
と
し
て
は
、
日
本
と
同

様
、
常
用
雇
用
の
保
護
が
あ
ま
り
変
化
し
な

い
中
で
、
臨
時
雇
用
の
保
護
が
緩
和
と
い
う

国
が
多
い
。
常
用
雇
用
の
保
護
規
制
の
緩
和

を
行
っ
た
国
は
少
な
い
（
表
に
は
な
い
が
、

韓
国
、
ト
ル
コ
も
一
九
九
四
年
と
の
比
較
で

は
緩
和
）。
な
お
、
一
部
の
国
で
は
、
常
用

雇
用
の
保
護
規
制
の
強
化
も
み
ら
れ
る
。
臨

時
雇
用
の
保
護
規
制
を
強
め
た
国
も
み
ら
れ

る
。

  

Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
の
程
度
別
に
着
目
す
る
と
、

総
じ
て
い
え
ば
、
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
の
中
程
度
、

高
い
国
で
規
制
の
緩
和
が
進
ん
だ
。
典
型
的

な
も
の
は
、
常
用
契
約
の
規
制
は
変
化
が
な

く
、
臨
時
雇
用
契
約
の
規
制
を
緩
和
し
、
こ

う
し
た
層
の
就
職
を
促
進
す
る
と
い
う
形
で

あ
る
。
他
方
、
九
〇
年
代
半
ば
以
降
は
、
や

や
複
雑
で
あ
り
、
Ｅ
Ｐ
Ｌ
指
標
の
低
い
国
の

中
で
、
臨
時
雇
用
の
保
護
の
強
化
等
に
よ
り
、

規
制
を
強
め
る
と
い
っ
た
動
き
が
み
ら
れ
た
。

　

な
お
、"G

oing　

for　

G
row
th　

2007"

に
よ
れ
ば
、
二
〇
〇
六
年
の
改
定
し
た
Ｅ
Ｐ

Ｌ
指
標
は
、
多
く
の
国
で
二
〇
〇
三
年
と
変

わ
っ
て
い
な
い
、
こ
の
間
、
改
革
が
行
わ
れ

て
い
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
、
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
等
い
く
つ
か
の
国
で
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
指

標
で
は
把
握
で
き
な
い
変
化
が
み
ら
れ
る
と

指
摘
し
て
い
る
。
こ
の
主
な
理
由
は
、
Ｅ
Ｐ

Ｌ
指
標
は
、
典
型
的
な
労
働
者
に
つ
い
て
の

保
護
の
程
度
に
基
づ
く
が
、
こ
こ
数
年
の
改

革
は
、
特
定
グ
ル
ー
プ
、
特
に
小
企
業
の
雇

用
者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
新
し
い
条
項
を

設
け
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
た
め
と
指
摘

し
て
い
る
。

４
． 

雇
用
保
護
法
制
の
労
働
市

場
等
に
及
ぼ
す
効
果

　

一
九
九
四
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
雇
用
戦
略
で

は
、
勧
告
の
一
〇
の
柱
の
六
番
目
と
し
て
、

民
間
部
門
の
雇
用
拡
大
を
妨
げ
る
雇
用
保
護

法
制
の
改
定
を
掲
げ
、
二
つ
の
方
向
で
提
言

し
た
。

　

○　

不
公
正
ま
た
は
差
別
的
な
解
雇
に
は

制
裁
を
加
え
る
一
方
、
経
済
的
根
拠
に
よ
り

必
要
な
解
雇
は
よ
り
認
め
る
よ
う
、
期
限
の

定
め
の
な
い
、
常
用
雇
用
の
規
制
を
見
直
す
。

　

○　

臨
時
雇
用

契
約
（
期
限
付
き

雇
用
契
約
等
）
を

認
め
る
。
た
だ
し
、

使
用
者
が
こ
の
雇

用
形
態
を
過
度
に

使
用
す
る
よ
う
な

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

を
与
え
る
仕
組
み

は
避
け
る
（
た
と

え
ば
、
失
業
保
険

制
度
を
通
じ
て
助

成
金
を
給
付
す
る

政
策
は
採
る
べ
き

で
は
な
い
）。

  

そ
の
後
も
、
雇

用
保
護
法
制
の
労

働
市
場
、
特
の
失

業
へ
の
効
果
に
つ

い
て
は
数
多
く
の

実
証
研
究
が
行
わ

れ
て
き
た
（
第
６

表
）。
以
下
の
よ

う
な
こ
と
が
知
見

と
し
て
指
摘
さ
れ

て
い
る
。　

研究 結果 注釈

Bassanini and Duval (2006) No or -

OECD (2004), Emplyment　Outllok　2004

- 労働市場の動態に負の効果（長期失業者割合の上昇）；若
年と女性壮年層の雇用に負の影響；臨時雇用と常用雇用
の間のEPLの差は反対（常用雇用と臨時雇用のEPLの差が
大きいと若年/低技能職での臨時雇用が拡大）

Baker, Glyn, Howell and Schmitt (2005) No or -

Nickell, Nunziata and Ochel (2005) No

International Monetary Fund (2003) ++ EPLと労働組合組織率の交差項は有意に負の影響

Nunziata (2003) No 水準への影響はないが、失業の硬直性を高める

Bertola, Blau and Kahn (2002b) +
全ての場合ではないが、壮年男性の失業率と比べた若年と
壮年女性の失業率に正の効果；全ての場合ではないが、相
対的な高齢者の失業率に正の効果

JimeNo and Rodriguez-Palanzuela 
(2002)

+ 若年女性の相対的な失業率のみ.

Belot and van Ours (2001) No or -
Morgan and Mourougane (2001) -+ 結果は使用するEPLの手法に依存
Blanchard and Wolfers (2000) + EPLが厳しいと失業へのショックの負の効果を高める
Daveri and Tabellini (2000) No or - 失業率の水準のみ有意.
Elmeskov, Martin and Scarpetta (1998) + 団体交渉の協調の中程度の国で長期の負の効果
Nickell (1997, 1998) No 雇用には負の影響
Scarpetta (1996) + 賃金の集権化の変数がない場合のみ有意

第６表　雇用保護法制（ＥＰＬ）の均衡失業に及ぼす影響に関する実証結果

資料出所　OECD "Employment Outlook2006"
（注） 1．No：失業への有意な影響無し
 2．+ / - : 全てではないが多くのケースで失業に有意な正/負の影響
 3．++ / -- : 全てのケースで失業に有意な正/負の影響



特別企画―雇用保護か解雇制約の緩和か

Business Labor Trend 2007.7

32

　

雇
用
保
護
法
制
の
失
業
全
体
へ
の
影
響
は

お
そ
ら
く
小
さ
い
、
と
い
う
こ
と
が
主
要
な

知
見
で
あ
る
。
最
近
の
各
国
間
の
パ
ネ
ル
デ

ー
タ
の
分
析
で
も
、
雇
用
保
護
法
制
の
失
業

へ
の
直
接
的
に
有
意
な
影
響
を
示
す
は
っ
き

り
し
た
証
拠
は
見
出
せ
て
い
な
い
。
つ
ま
り
、

失
業
の
総
数
と
の
相
関
性
は
理
論
上
不
確
定

で
あ
り
、
実
際
上
は
国
内
事
情
に
強
く
依
存

す
る
。
他
方
、
マ
ク
ロ
経
済
シ
ョ
ッ
ク
と
の

相
互
作
用
に
よ
り
労
働
市
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ

ン
ス
に
間
接
的
に
影
響
す
る
と
い
う
こ
と
を

示
唆
す
る
結
果
も
み
ら
れ
る
。
最
近
の
実
証

研
究
の
多
く
は
、
雇
用
保
護
法
制
は
、
既
存

の
仕
事
（
雇
用
）
を
保
障
す
る
、
と
い
う
結

論
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
雇
用
保
護
法

制
が
厳
し
す
ぎ
る
場
合
は
、
経
済
の
ダ
イ
ナ

ミ
ッ
ク
な
効
率
性
を
妨
げ
、
雇
用
創
出
を
抑

制
す
る
。
そ
の
結
果
、
雇
用
量
総
量
の
ネ
ッ

ト
（
純
）
の
効
果
は
先
見
的
に
は
は
っ
き
り

せ
ず
、
実
際
小
さ
い
。
実
証
研
究
に
よ
れ
ば
、

雇
用
保
護
法
制
が
厳
し
す
ぎ
る
と
、
労
働
移

動
と
採
用
を
抑
制
す
る
こ
と
で
、
入
職
に
問

題
を
抱
え
る
労
働
者
層
、
若
年
、
女
性
、
長

期
失
業
者
の
雇
用
の
見
通
し
を
悪
化
さ
せ
る

お
そ
れ
が
あ
る
。

　

ま
た
、
製
品
市
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と

の
関
係
で
は
、
雇
用
保
護
法
制
は
、
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
活
動
の
強
さ
に
影
響
を
与
え
る
が
、

賃
金
交
渉
制
度
等
に
よ
り
そ
の
効
果
は
異
な

る
（
厳
格
な
雇
用
保
護
法
制
は
、
労
使
関
係

が
分
権
化
さ
れ
た
国
で
は
、
Ｒ
＆
Ｄ
の
強
さ

を
減
少
さ
せ
る
が
、
集
権
化
さ
れ
調
整
さ
れ

た
賃
金
交
渉
の
国
で
は
、
ハ
イ
テ
ク
産
業
の

Ｒ
＆
Ｄ
を
促
進
さ
せ
る
）。

　

雇
用
保
護
の
分
野
の
改
革
は
、
臨
時
雇
用

の
使
用
の
制
限
を
緩
和
し
、
就
職
を
促
進
す

る
一
方
で
、
常
用
契
約
の
厳
し
い
雇
用
保
護

法
制
を
維
持
す
る
と
い
う
、
部
分
的
な
改
革

が
一
般
的
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
部
分
的
な

改
革
（
常
用
雇
用
と
臨
時
雇
用
の
雇
用
保
護

規
制
の
差
の
拡
大
）
は
、
短
期
的
に
は
雇
用

の
増
加
に
つ
な
が
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
長

期
的
に
は
、
逆
の
効
果
を
も
た
ら
た
す
お
そ

れ
が
あ
る
。
常
用
契
約
へ
の
規
制
が
過
度
に

厳
し
い
ま
ま
で
あ
る
と
、
使
用
者
は
、
主
に

臨
時
雇
用
を
採
用
し
、
臨
時
雇
用
の
契
約
を

期
限
の
定
め
に
な
い
契
約
に
変
更
し
よ
う
と

は
し
な
い
。
こ
の
結
果
、
労
働
移
動
は
過
度

に
臨
時
雇
用
に
集
中
し
、
潜
在
的
に
、
将
来
、

雇
用
の
不
安
定
性
が
高
い
、
不
安
定
な
仕
事

に
陥
り
、
人
的
資
本
が
過
少
投
資
と
な
っ
て
、

潜
在
的
な
生
産
性
を
損
な
う
お
そ
れ
が
あ
る
。

ま
た
、
有
期
契
約
と
雇
用
の
中
断
の
繰
り
返

し
は
、
失
業
給
付
の
受
給
資
格
を
失
い
、
収

入
の
不
安
性
を
高
め
る
。
つ
ま
り
、
部
分
的

改
革
は
、
い
く
つ
か
の
国
に
お
い
て
短
期
雇

用
の
罠
や
永
続
的
な
労
働
市
場
の
二
極
化
の

危
険
を
生
じ
さ
せ
る
一
要
因
と
な
っ
た
と
い

え
る
。
も
っ
ぱ
ら
臨
時
契
約
を
自
由
に
使
う

こ
と
に
焦
点
を
置
く
部
分
的
な
雇
用
保
護
法

制
の
改
革
は
、
雇
用
創
出
を
促
進
す
る
か
も

し
れ
な
い
が
、
長
期
的
に
は
、
労
働
市
場
の

良
好
な
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
阻
害
す
る
マ
イ

ナ
ス
効
果
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

　

こ
う
し
た
中
で
、
日
本
、
韓
国
、
ス
ペ
イ

ン
等
で
は
、
臨
時
雇
用
契
約
の
労
働
者
の
権

利
を
よ
り
保
護
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と

い
う
点
、
注
意
が
払
わ
れ
て
い
る
。"G

oing 
for grow

th2007"

で
は
、
チ
ェ
コ
、
フ
ラ

ン
ス
、
ギ
リ
シ
ャ
、
日
本
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル

グ
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
ス
ペ
イ
ン
、
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
、
ト
ル
コ
等
で
は
、
常
用
雇
用
契
約
の

雇
用
保
護
法
制
の
改
革
が
優
先
さ
れ
る
べ
き

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

５
． 

雇
用
保
護
法
制
改
革
に
関
す

る
政
策
的
イ
ン
プ
リ
ケ
ー
シ

ョ
ン

  

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
以
上
の
よ
う
な
研
究
成

果
を
踏
ま
え
、
雇
用
保
護
法
制
に
つ
い
て
柔

軟
性
と
安
定
性
を
両
立
さ
せ
、
労
働
市
場
の

ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
を
拡
大
し
つ
つ
も
労
働
者
に

適
切
な
保
護
を
提
供
す
る
た
め
の
革
新
的
な

改
革
手
段
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
ア
プ
ロ

ー
チ
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

○　

よ
い
雇
用
保
護
法
制
の
設
計
。
法
的

な
手
続
き
を
よ
り
予
見
可
能
に
す
る
こ
と
は

使
用
者
が
解
雇
に
伴
う
費
用
に
関
す
る
司
法

的
な
不
確
実
性
に
さ
ら
さ
れ
る
危
険
性
を
緩

和
す
る
の
で
、
有
効
な
ア
プ
ロ
ー
チ
の
一
つ

で
あ
る
。
労
働
市
場
の
二
極
化
を
進
め
る
部

分
的
な
改
革
は
避
け
る
べ
き
で
あ
る
。
た
だ

し
、
臨
時
契
約
の
雇
用
者
の
権
利
を
よ
り
保

護
す
る
政
策
に
つ
い
て
は
、
こ
の
政
策
を
行

っ
た
国
で
は
、
期
限
の
定
め
の
な
い
仕
事
に

つ
く
労
働
者
よ
り
労
働
条
件
が
悪
化
し
、
よ

り
安
定
的
な
仕
事
に
つ
く
見
込
み
を
少
な
く

す
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

　

○　

雇
用
保
護
法
制
と
他
の
政
策
と
の
協

調
。
労
働
市
場
の
柔
軟
性
と
労
働
者
の
雇
用

保
障
を
で
き
る
だ
け
両
立
を
図
る
た
め
、
雇

用
保
護
法
制
の
改
革
は
注
意
深
く
、
失
業
給

付
制
度
の
改
革
、
積
極
的
労
働
市
場
政
策
と

協
調
し
て
行
わ
れ
る
べ
き
。
デ
ン
マ
ー
ク
の

よ
う
な
「
フ
レ
ク
シ
キ
ュ
リ
テ
ィ
」、
採
用

や
解
雇
の
決
定
を
円
滑
化
す
る
一
方
で
、
レ

イ
オ
フ
の
際
に
は
労
働
者
に
対
し
て
き
め
細

か
な
求
職
支
援
な
ど
の
効
率
的
な
再
就
職
支

援
サ
ー
ビ
ス
や
収
入
援
助
を
提
供
す
る
と
い

う
ア
プ
ロ
ー
チ
が
含
ま
れ
る
。

　

○　

も
う
一
つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
契
約

形
態
に
か
か
わ
ら
ず
各
労
働
者
が
レ
イ
オ
フ

さ
れ
た
際
に
利
用
で
き
る
個
別
の
退
職
基
金

口
座
を
設
定
し
、
そ
の
口
座
へ
の
拠
出
を
収

益
に
応
じ
て
定
期
的
に
使
用
者
に
行
わ
せ
る

と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
の
方
法
に
よ
る
と
、

労
働
者
が
離
職
す
る
際
、
使
用
者
は
解
雇
に

伴
っ
て
な
ん
ら
特
別
な
費
用
負
担
が
生
じ
な

い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
他
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
政
策
パ
ッ
ケ

ー
ジ
に
つ
い
て
も
整
理
を
行
い
、
成
功
し
て

い
る
広
範
な
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
が
二
種
類
あ

る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

①　

福
祉
給
付
の
レ
ベ
ル
の
低
さ
と
そ
の

財
源
と
な
る
課
税
の
抑
制
、
そ
れ
に
軽
い
雇

用
保
護
法
制
と
を
組
み
合
わ
せ
て
い
る
国
。

こ
れ
ら
の
国
で
は
労
働
協
約
の
役
割
は
限
ら

れ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
高
い
就
業
率
を
低

い
国
庫
負
担
で
達
成
し
て
い
る
が
、
所
得
格

差
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

　

②　

協
調
的
な
団
体
交
渉
と
社
会
的
対
話

を
強
調
し
て
い
る
こ
と
に
特
徴
づ
け
ら
れ
、

多
め
の
福
祉
給
付
を
支
給
し
つ
つ
、
訓
練
機
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会
の
提
供
や
他
の
積
極
的
労
働
市
場
プ
ロ
グ

ラ
ム
を
通
じ
て
求
職
者
を
就
労
化
し
て
い
る

国
。
雇
用
保
護
法
制
は
、
前
述
の
他
の
成
功

し
て
い
る
国
々
と
比
べ
て
厳
し
い
。
高
い
就

業
率
と
低
い
所
得
格
差
を
達
成
し
て
い
る
が
、

予
算
上
の
費
用
は
高
い
。

　

こ
れ
ら
の
二
つ
の
異
な
る
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に

共
通
す
る
特
徴
は
マ
ク
ロ
経
済
の
安
定
性
と

厳
し
い
製
品
市
場
競
争
を
重
視
し
て
い
る
こ

と
で
あ
る
。
加
え
て
、
成
功
し
て
い
る
国
の

ほ
と
ん
ど
が
強
力
な
求
職
支
援
を
提
供
し
て

い
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
新
雇
用
戦
略
（
二
〇
〇
六
）
で

は
、
雇
用
保
護
法
制
に
関
す
る
提
言
と
し
て
、

以
下
の
よ
う
に
ま
と
め
て
い
る
。

　

Ｃ　

労
働
市
場
や
製
品
市
場
に
お
け
る
労

働
需
要
の
障
害
へ
の
対
処

　

Ｃ
．
７　

雇
用
保
護
法
制
は
、
過
度
に
厳

密
な
国
に
あ
っ
て
は
、
不
公
正
な
解
雇
に
対

し
て
は
制
裁
を
課
し
（
例
え
ば
、
性
別
、
年

齢
及
び
民
族
を
理
由
と
す
る
差
別
に
基
づ
く

解
雇
を
禁
止
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
）
つ
つ
も
、

経
済
的
理
由
に
よ
る
解
雇
に
つ
い
て
は
制
約

を
減
ら
す
よ
う
に
改
革
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

司
法
上
の
不
確
実
性
を
減
ら
す
よ
う
、
退
職

費
用
や
行
政
上
の
手
続
き
を
よ
り
予
見
可
能

と
す
る
べ
き
で
あ
る
。
レ
イ
オ
フ
さ
れ
た
労

働
者
が
新
し
い
職
を
見
つ
け
る
こ
と
を
助
け

る
た
め
に
合
理
的
な
解
雇
予
告
期
間
が
与
え

ら
れ
る
べ
き
で
あ
る

　

Ｃ
．
８　

有
期
契
約
や
臨
時
契
約
に
関
す

る
規
制
は
、
い
く
つ
か
の
国
で
は
、
緩
和
さ

れ
る
必
要
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
労
働
市

場
の
二
極
化
を
悪
化
さ
せ
た
り
長
期
的
な
労

働
市
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
弱
体
化
さ
せ

た
り
し
な
い
よ
う
に
、
臨
時
契
約
と
常
用
契

約
の
間
で
一
層
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
処
遇
が

求
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
勤
続
期
間
に
応

じ
て
解
雇
か
ら
保
護
さ
れ
る
権
利
を
強
め
る

こ
と
も
そ
の
選
択
肢
の
一
つ
で
あ
る
。

６
． 

雇
用
保
護
法
制
に
関
連
す
る

最
近
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
日
本
へ

の
勧
告
・
コ
メ
ン
ト
等

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
以
上
の
よ
う
な
研
究
・

政
策
提
言
を
踏
ま
え
、
日
本
の
雇
用
保
護
法

制
に
つ
い
て
、
最
近
の
対
日
審
査
報
告
（
二

〇
〇
五
年
、
〇
六
年
）
等
で
勧
告
、
コ
メ
ン

ト
を
行
っ
て
い
る
。

（
対
日
審
査
報
告（
二
〇
〇
五
年
、〇
六
年
）

で
の
コ
メ
ン
ト
）

　

日
本
の
労
働
市
場
の
二
極
化
（
非
正
規
労

働
者
の
拡
大
が
み
ら
れ
る
中
で
、
非
正
規
労

働
者
と
正
規
労
働
者
の
賃
金
格
差
の
拡
大
、

両
者
の
間
の
移
動
性
の
欠
如
）
の
固
定
化
を

防
ぐ
た
め
、
正
規
労
働
者
に
対
す
る
雇
用
保

護
の
緩
和
、
非
正
規
雇
用
者
に
対
す
る
社
会

保
障
の
対
象
範
囲
の
拡
大
等
を
提
案
し
て
い

る
。
な
お
、
非
正
規
雇
用
の
雇
用
保
護
の
拡

大
は
雇
用
全
体
が
縮
小
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

と
し
て
い
る
。

（"G
oing　

for　

G
row
th2007"

で
の
勧

告
）

　

法
廷
で
適
用
さ
れ
る
不
当
解
雇
の
定
義
が

は
っ
き
り
せ
ず
、
解
雇
要
件
が
不
透
明
な
た

め
、
正
規
労
働
者
の
採
用
が
抑
制
さ
れ
て
お

り
、
正
規
労
働
者
に
厳
し
い
雇
用
保
護
が
非

正
規
労
働
者
の
割
合
の
上
昇
と
効
率
性
と
公

正
の
問
題
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
た
め
、
正
規

労
働
者
の
採
用
を
抑
制
す
る
裁
判
で
の
不
確

実
性
を
取
り
除
く
た
め
、
よ
り
正
確
で
透
明

な
法
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
と
、
非
正
規

労
働
者
を
雇
用
す
る
イ
ン
セ
テ
ィ
ブ
を
低
下

さ
せ
る
た
め
正
規
労
働
者
の
雇
用
保
護
の
緩

和
を
提
言
し
て
い
る
。

　

な
お
、
正
規
労
働
者
と
非
正
規
労
働
者
の

雇
用
保
護
規
制
の
程
度
に
差
が
あ
る
場
合
、

非
正
規
雇
用
の
保
護
を
強
め
る
と
い
う
方
策

も
考
え
ら
れ
る
が
、
そ
う
い
う
提
案
は
な
さ

れ
て
い
な
い
。
こ
の
背
景
に
は
、
ス
ペ
イ
ン

で
非
正
規
雇
用
の
解
雇
条
件
を
厳
し
く
す
る

と
い
う
法
律
改
正
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
、

全
体
の
雇
用
が
減
少
し
た
と
い
う
経
験
が
あ

る
。
ス
ペ
イ
ン
の
経
験
を
踏
ま
え
、
非
正
規

雇
用
の
保
護
規
制
強
化
で
な
く
、
正
規
雇
用

の
保
護
の
緩
和
と
い
う
方
策
を
提
案
し
て
い

る
（
白
川
（
二
〇
〇
五
年
））（
１
）。

７
．
最
後
に

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
、
雇
用
保
護
法
制
に
つ
い

て
実
証
研
究
を
踏
ま
え
、
提
言
を
行
っ
て
い

る
が
、
政
策
手
段
は
、
唯
一
で
あ
る
と
は
限

ら
な
い
。
新
雇
用
戦
略
で
も
強
調
し
て
い
る

よ
う
に
、
各
国
の
制
度
慣
行
等
に
一
致
す
る

手
法
が
重
要
で
あ
る
。
や
や
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の

提
言
は
、
ス
テ
レ
オ
タ
イ
プ
的
な
印
象
を
拭

え
な
い
。
実
証
研
究
を
深
め
る
と
と
も
に
、

わ
が
国
の
経
済
社
会
に
あ
っ
た
解
決
策
を
模

索
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

〔
注
〕

１ 

．
こ
の
点
は
、
本
年
、
当
機
構
へ
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
か
ら
ヒ

ア
リ
ン
グ
が
あ
っ
た
際
、
先
方
か
ら
も
同
趣
旨
の
説
明

が
あ
っ
た
。
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